
２．「BEPSプロジェクト」を踏まえた 
国際課税の課題 
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国際的課税逃れ対策（BEPS・税の情報交換）及び実質的所有者情報の透明性向上に関する流れ

5月26～27日 G7伊勢志摩サミット
G7仙台会合の結果を踏まえ、G7としてBEPS・税の情報交換及び実質的所有者情報の透明性向上を着実に講じていくことを確認

［ 税の透明性情報交換 ） 
5月23日

日・パナマ租税情報交換協定の実質合意を公表

116月30日、7月1日 OECD租税委員会（議長：浅川雅嗣
6月 30 日 、 7月 1 日 OECD租税委員会（議長：浅J ll ll ~II財務官）（於：京都）
雅嗣財務官）（於：京都） II ~·. 

｜句 協力的t慨を特定する議駒基準J案の取りまと当
BEPS合意実施のための「包摂的枠組み」l」

会合がスター卜

（参加国が当初の46カ国（G20・OECD）か

ら85カ国・地域（9月1日現在）に拡大）

G7は、 BEPS合意の実施を、

模範を示しつつリード

「包摂的枠組みJ会合で、各国の

BEPS合意の実施状況を相互監視

人J
4 堕麗彊璽

7月23-24日 G20財務大臣・中央銀行総裁会議
（於：四川省成都）
9月4-5日 G20サミット（於：漸江省杭州）

「非協力的地域を特定する客観的基準Jを承認

2017年のG20サミットまで

非協力的地域のブラック・リスト化

進捗が見られない国・地域に対する「防御的
措置Jの検討

2017年～2018年

税務当局間で「非居住者の金融口座情報の
自動的交換J開始

下 実質的所有者情報の l 
L 透明性向上 J 

英独仏伊西：実質的所

有者情報の自動的交換
を提案

↓ 

約40カ国・地域：実質的

所有者情報の自動的交

換に関する国際基準策
定を働きかけ

10月6日 G20財務大臣・中央銀行総裁会議
（於：ワシントンDC)

FATF（金融作業部会）・GF（税の透明性・情

報交換に関するグローバル・フォーラム）か

ら、法人・法的取極めの『実質的所有者

情報」の入手及びその国際的な交換に
関する「初期提案」を報告



「BEPSプロジェクト』について
0 BEPS (Base Erosion and Profit Shi代ina:‘税軍漫食と利益移転）プロジェクトとは

・企業が調達・生産・販売・管理等の拠点をグローバルに展開し、電子商取引も急増するなど、グローバルなビジネスモデルの構造変化が進む中、この構造変化に各国の税制や国
際課税ルールが追いつかず、多国籍企業の活動実態とルールの聞にずれが生じていた。

• BEPSプロジェクトは、公正な競争条件（LevelPlaying Field）の確保とし汚考え方の下、多国籍企業がこのようなずれを利用することで、課税所得を人為的に操作し、課税逃れを行
うこと（BEPS）がないよう、国際課税ルール全体を見直し、世界経済並びに企業行動の実態に即したものとするとともに、各国政府・グローバル企業の透明性を高めることを目指す
プロジェクト。

0 背量・経錨
各国がリーマンショック後に財政状況を悪化させ、より多くの国民負担を求める中、多国籍企業の課税逃れに対する批判が高まったことを背景に、2012年6月、OECD租税委員会
（議長：浅川財務官）が本プロジェクトを立ち上げ。
G20財務大臣からの要請も受け、2013年7月には、『BEPS行動計画Jを公表。行動計画の実施に当たり、OECD非加盟のG20メンバー8か国（中園、インド、南アフリカ、ブラジル、 ロ
シア、アルゼンチン、サウジアラビア、インドネシア）も議論に参加。

• 2014年9月に、「第一弾報告書J、2015年10月には『最終報告書Jを公表し、G20財務大臣に報告。11月のG20サミットにも報告し、首脳からは、支持とともに、合意事項を着実に実
施するよう強い要請があった。

• 2016年6月末に、京都において、BEPS合意事項を実施に移すための『BEPS包摂的枠組み」を立ち上げ、参加国を大幅に拡大。

O 現在の匝組CBEPS婁櫨フェーズ）
BEPS実施フェーズにおける取組として、現在以下の主要課題に対処。
① 各国による合意事項の実施状況のモニタリング＝辛 BEPS包摂的枠組みの下、各作業部会におけるモニタリング方法等について議論。
② 残された課題についての、継続検討＝辛 BEPS包摂的枠組みの下、各作業部会で議論を継続。『移転価格ガイドラインJ・『モデル租税条約」の改訂作業中。
③ 開発途上国を含む幅広い固と関係機関が協調する枠組み（技術支援等を含む）の構築＝辛IMF、OECD、世銀、国連等の国際機関並びに先進国及び開発途上国の協調の場とし
ての「税に関する協働のためのプラットフォーム」の設置。
2016年は、日本がG7議長国（中国がG20議長国）として、上記の取組を重要議題の一つに掲げ、議論を推進するべく各国との協調をリード（仙台G7財務大臣会合、伊勢志摩サ
ミット、OECD租税委員会京都会合、G20杭州サミット）。

「BEPSプロジェクトIの三本柱
A.グローバル企業は払うべき（価値が創造される）
ところで税金を支払うべきとの観点から、国際課税

原則を再構築〔実質性〕

（企業が調達・生産・販売・管理等の拠点をグ、ローパ

ノレに展開し、グ、／レープ内取引を通じた租税回避の

リスクが高まる中、経済活動の実態に即した課税を
視する／レーノレを策定）

B.各国政府・グローバル企業の活動に関する
透明性向上〔透明性〕

C.企業の不確実性の排除〔予見可能性〕

（租税に係る紛争について、より効果的な紛争解決

手続きを構築するとともに、 BEPSプロジェクトの合

意の迅速な実施を確保）

（グ、ローパノレ企業の活動・納税実態の把握のための
各国聞の情報共有等の協調枠組みを構築等）
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「BEPSプロジェクト』最終報告書の概要

、
A. グローバル企業は払うべき （価値が創造される〉ところで
税金を支払うべきとの観点から、国際課税原則を再矯築

〔実質性〕

~ (1） 電子経済の発展への対応
電子経済に伴う問題への対応について、海外からの82C取引に対する消費課税のあり

方等に聞するガイドラインを策定した。

※電子経済を利用したBEPSについては、他の勧告を実施することで対応可能。更に、消費課
税やBEPS対抗措置で対応できない問題について、物理的概念の存在を根拠として課税する
現行の税制とは異なる課税方法の可能性等について、検討を継続。

行動1電子経済の蝶税上の蝶題への対応 → 27年度税制改正で対応済み

(2） 各国制度の国際的一貫性の確立

各国聞の税制の隙聞を利用した多国籍企業による租税回避を防止するため、企且if.
協調して国肉税制の国際的調和を図った。

行動2ハイブリッド・ミスマッチ取極めの効果の無効化 → 27年度税制改正で対応済み

行動3外国子会社合算税制の強化 → 29年度税制改正での対応を検討中 国

行動4 利子控除制限 → 法改正の裏否を含め倹討 ． 
行動5有害税制への対抗 →既存の枠組みで対応

(3） 国際基準の効果の回復

伝統的な国際基準（モデル租税条約・移転価格ガイドライン）が近年の多国籍企業のビ
ジネスモデルに対応できていないことから、『価値創造の爆lにおいて適切に課税がなさ

れるよう‘国際基準の見直しを図った。

行動6条約濫用の防止 →程税条約の拡充（含行動⑮）の中で対応

行動7 人為的なPE包定回避 →程税条約の拡充（含行動⑮）の中で対応

l行動8-10移転価格税制と価値創造の一致 司 法改正の要否を含め検討 I 

」

B. 各国政府・グローバル企業の活動に関する
透明性向上 〔透明性〕

(4）透明性の向上

多国籍企業による租税回避を防止するため、国際的な協調のもと、盤整単
局が多国籍企業の活動やタックス・プランニンゲの実態多杷握できるようにす

る制度の構築を図った。

行動5ルーリング（企業と当局聞の事前合意）に係る自発的情報交換

行動11 BEPS関連のデータ収集・分析方法の確立

行動12タックス・プランニングの義務的開示 →法改正の要否を含め検討

（移転価格税制に係る文書化） → 28年度税制改正で対応済み

L C. 企業の不確実性の排隊 〔予男司能性〕 一」
(5）法的安定性の向上

BEPS対抗措置によって予期せぬこ重課税が生じる等の不確実性を排除し、
予見可能性を確保するため、租税条約に関連する紛争容解決するための相E
協謹手続き型ーより婁効的なものとすることを図った。

行動14より効果的な紛争解決メカニズムの構築 →対応済み

(6) BEPSへの迅速な対応

BEPS行動計画を通じて策定される各種勧告の実施のためには、各国のニ国

間租税条約の改正が必要なものがあるが、世界で無数にあるこ国間租税条
約の改定には膨大な時間を要することから、BEPS対杭措置多効率的に婁現す

るための多数回聞協宏事与2016年末までに策定する。

行動15多国間協定の開発 →参加
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